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改定内容：標準的な船団構成

Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

（１）固化工（深層混合処理）の歩掛改定

① 作業船・作業機械の改定

２） 標準的な船団構成

深層混合処理船 揚 錨 船 摘 要

2.2m2 鋼D15t吊

4.6m2 鋼D15t吊

１

4.6m2 鋼D15t吊

5.7m2 鋼D20t吊

２） 標準的な船団構成

深層混合処理船 揚 錨 船 摘 要

2.2m2 鋼D15t吊

4.6m2 鋼D20t吊

5.7m2 鋼D20t吊



改定内容：作業船の組合せ

Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

（２）ケーソン進水据付工の歩掛改定

① ケーソン進水（吊降し方式）

ケーソン質量 揚錨船 起重機船 引船① 引船②

200t ～
400t未満

鋼D10t吊
非航固定鋼
DE 500ｔ吊

鋼D1,000PS型

鋼D PS型

400t ～
1,000t未満

鋼D20t吊
非航固定鋼
DE1,300ｔ吊

鋼D2,000PS型

1,000t ～
1,600t未満

鋼D25t吊
非航固定鋼
DE2,000ｔ吊

鋼D2,500PS型

1,600t ～ 非航固定鋼

２

1,600t ～
2,000t未満

鋼D30t吊

非航固定鋼
DE2,200ｔ吊

鋼D3,000PS型

2,000t ～
2,700t未満

非航固定鋼
DE3,000ｔ吊

鋼D3,000PS型

ケーソン質量 揚錨船 起重機船 引船① 引船② 引船③

200t ～
400t未満

鋼D10t吊
非航固定鋼
DE 500ｔ吊

鋼D3,000PS型

－

－

400t ～
1,000t未満

鋼D20t吊
非航固定鋼
DE1,300ｔ吊

鋼D3,000PS型
1,000t ～

1,600t未満
鋼D25t吊

非航固定鋼
DE2,200ｔ吊1,600t ～

2,000t未満
鋼D30t吊

2,000t ～
3,000t未満

非航固定鋼
DE3,700ｔ吊

鋼D4,000PS型 鋼D4,000PS型 鋼D3,000PS型



② ケーソン進水（FD方式）

Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

（２）ケーソン進水据付工の歩掛改定

改定内容：標準的な船団構成

FDの規格
標準的な船団構成 現場条件による追加船団

引船 揚錨船

鋼1,300～7,000t積 鋼D450PS型 鋼D10t吊

標準的な船団構成 現場条件による追加船団
FDの規格

標準的な船団構成 現場条件による追加船団

引船 揚錨船

鋼1,300～7,000t積 鋼D1,000PS型 鋼D10t吊

３



Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

改定内容：作業船の組合せ

③ ケーソン仮置

（２）ケーソン進水据付工の歩掛改定

ケーソン質量
標準的な船団構成

現場条件によ
る追加船団

クレーン付台船 引船① 引船② 潜水士船 引船③
400t未満

45～50ｔ吊 鋼D450PS型

鋼D 500PS型

D１８０PS型
３～５t吊

鋼D PS型

400t～1,000t未満 鋼D 800PS型
1,000t～1,600t未満 鋼D1,200PS型
1,600t～2,500t未満 鋼D1,500PS型
2,500t～4,500t未満 鋼D2,000PS型

４

2,500t～4,500t未満 鋼D2,000PS型
4,500t～5,500t未満 鋼D3,000PS型

ケーソン質量
標準的な船団構成

現場条件によ
る追加船団

起重機船 引船① 引船② 潜水士船 引船③
400t未満

非航旋回
鋼D150ｔ吊

鋼D700PS型

鋼D1,000PS型

D180PS型
3～5t吊

鋼D PS型

400t～1,000t未満
1,000t～1,600t未満 鋼D1,200PS型
1,600t～2,500t未満 鋼D1,500PS型
2,500t～4,500t未満 鋼D2,000PS型
4,500t～5,500t未満 鋼D3,000PS型



➃ケーソン据付（ウインチ方式）

Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

（２）ケーソン進水据付工の歩掛改定

改定内容：作業船の組合せ

ケーソン質量
標準的な船団構成

現地条件に
よる追加船団

起重機船 引船① 引船② 台船 潜水士船 揚錨船 引船③
400t未満

非航旋回
鋼D120t吊

鋼D700PS型

鋼D 500PS型

鋼300t積
D180PS型
3～5t吊

鋼5t吊 鋼D PS型

400t～1,000t未満 鋼D 800PS型
1,000t～1,600t未満 鋼D1,200PS型
1,600t～2,500t未満 鋼D1,500PS型
2,500t～4,500t未満 鋼D2,000PS型

５

2,500t～4,500t未満 鋼D2,000PS型
4,500t～5,500t未満 鋼D3,000PS型

ケーソン質量
標準的な船団構成

現地条件に
よる追加船団

起重機船 引船① 引船② 台船 潜水士船 揚錨船 引船③
400t未満

非航旋回
鋼D150t吊

鋼D700PS型

鋼D1,000PS型

鋼300t積
D180PS型
3～5t吊

鋼5t吊 鋼D PS型

400t～1,000t未満 鋼D1,200PS型
1,000t～1,600t未満 鋼D1,500PS型
1,600t～2,500t未満 鋼D2,000PS型
2,500t～4,500t未満 鋼D2,500PS型
4,500t～5,500t未満 鋼D3,000PS型



改定内容：作業船の組合せ

Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

（２）ケーソン進水据付工の歩掛改定

➄ケーソン据付（吊降し方式）

ケーソン質量 揚錨船 起重機船 引船① 引船②

200t ～
400t未満

鋼D10t吊
非航固定鋼
DE 500ｔ吊

鋼D1,000PS型

鋼D PS型

400t ～
1,000t未満

鋼D20t吊
非航固定鋼
DE1,300ｔ吊

鋼D2,000PS型

1,000t ～
1,600t未満

鋼D25t吊
非航固定鋼
DE2,000ｔ吊

鋼D2,500PS型

1,600t ～ 非航固定鋼1,600t ～
2,000t未満

鋼D30t吊

非航固定鋼
DE2,200ｔ吊

鋼D3,000PS型

2,000t ～
2,700t未満

非航固定鋼
DE3,000ｔ吊

鋼D3,000PS型

ケーソン質量 揚錨船 起重機船 引船① 引船② 引船③

200t ～
400t未満

鋼D10t吊
非航固定鋼
DE 500ｔ吊

鋼D3,000PS型

－

－

400t ～
1,000t未満

鋼D20t吊
非航固定鋼
DE1,300ｔ吊

鋼D3,000PS型
1,000t ～

1,600t未満
鋼D25t吊

非航固定鋼
DE2,200ｔ吊1,600t ～

2,000t未満
鋼D30t吊

2,000t ～
3,000t未満

非航固定鋼
DE3,700ｔ吊

鋼D4,000PS型 鋼D4,000PS型 鋼D3,000PS型

６



Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

改定内容：起重機船(固定)3,700t吊を新規追加

⑧ 新規作業船の追加

（２）ケーソン進水据付工の歩掛改定

１１．非航起重機船
➀起重機船（非航固定）

起重機船（非航固定）運転１日当り 就業８時間

名称 形状寸法 単位

数量

摘 要
固定鋼 DE

3,700t吊
2,721kw
1,317 運転 2h

７

主 燃 料重 油 A ℓ 2,634 運転 4h
3,951 運転 6h

船 団 長 人 1×β
高級船員 〃 3×β
普通船員 〃 19×β

損 料運 転 時間
2
4
6

〃 供 用 日 α

起重機船（非航固定）供用１日当り

名称 形状寸法 単位

数量

摘 要
固定鋼 DE

3,700t吊
2,721kw

船 団 長 人 1
高級船員 〃 3
普通船員 〃 19
損 料供 用 日 1



Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

改定内容：標準的な作業船団および作業能力の見直し

➀ 支保工組立組外（重力式）の改定

（３）上部工の歩掛改定

名称 形状寸法 単位
数量

摘要
陸上 海上

支保組立組外 クレーン抜き ｍ 100 市場単価
引船運転 鋼D PS型 日 － 1.3 運4H/就8H

台船運転 鋼 ｔ積 日 － 1.3 就業8H

８

名称 形状寸法 単位
数量

摘要
陸上 海上

支保組立組外 クレーン抜き ｍ 100 市場単価
引船運転 鋼D PS型 日 － 2.0 運2H/就8H

クレーン付台船
または 運転
起重機船

t吊
非航旋回

鋼D ｔ吊
日 － 2.0 運6H/就8H



Ⅰ-１．実態調査結果による施工歩掛改定

改定内容：標準的な作業船団および作業能力の見直し

➁ 鋼製枠組足場架払（重力式）の改定

（３）上部工の歩掛改定

名称 形状寸法 単位
数量

摘要
陸上 海上

鋼製枠組足場架払 クレーン抜き ｍ 100 市場単価

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ
または 運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

t吊
非航旋回

鋼D ｔ吊
日 0.3 － 標準運転時間

クレーン付台船
または 運転

t吊
非航旋回 日 － 0.3 運6H/就8H

９

または 運転
起重機船

非航旋回
鋼D ｔ吊

日 － 0.3 運6H/就8H

引船運転 鋼D PS型 日 － 0.3 運2H/就8H

名称 形状寸法 単位
数量

摘要
陸上 海上

鋼製枠組足場架払 クレーン抜き ｍ 100 市場単価

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ
または 運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

t吊
非航旋回

鋼D ｔ吊
日 0.8 － 標準運転時間

クレーン付台船
または 運転
起重機船

t吊
非航旋回

鋼D ｔ吊
日 － 1.0 運6H/就8H

引船運転 鋼D PS型 日 － 1.0 運2H/就8H



Ⅰ-２．その他の改定

より適正な価格の設定に向けた積算体系の見直し

（１）工事における諸経費率の歩掛改定

工事目的物の施工に直接必要な経費

　①材料費　（工事施工に必要な材料の費用）

　②労務費　（工事施工に必要な労務の費用）

　③直接経費　（特許使用料、水道光熱電力料、機械経費）

施工に共通的に必要な経費

　①運搬費、準備費、事業損失防止施設費、安全費、営繕費

　②技術管理費

工事を監視するために必要な費用

直接工事費

共通仮設費

間接工事費

工事原価

１０

工事を監視するために必要な費用

　①労務管理費（賃金以外の食事、通勤等）

　②安全訓練等に要する費用

　③租税公課、保険料（自動車保険、火災保険等）

　④従業員給料手当、退職金、法定福利費、福利厚生費

　　　（現場従業員に係るもの）

　⑤外注経費

‖

会社の本支店での必要経費、試験研究費、付加利益

　①役員報酬、従業員給料手当、退職金、法定福利費、福利厚生費（本店・支店の従業員に係るもの）

　②修繕維持費、事務用品費、通信交通費、動力・用水光熱費、地代家賃

　③調査研究費

　④広告宣伝費、交際費

　⑤減価償却費、試験研究費償却、開発費償却

　⑥付加利益（法人税等、株主配当金、役員賞与金、内部留保金等）

工事価格

消費税相当額

請負工事費

予定価格

現場管理費

一般管理費等

一般管理費の改定に伴い、
下請業者の一般管理費等で
ある外注経費（外注一般管
理費等）を改定

人材育成・確保や機械保有の必要性を踏まえた適正な利潤の確保を確保するために一般管理費を改定



Ⅰ-２．その他の改定

① 現場管理費率の改定

（１）工事における諸経費率の歩掛改定

工事原価 700万円以下 20億円を超えるもの

適　　用
区分等

工種区分 ａ ｂ

浚渫工事 20.35 ％ 60.1 -0.0687 13.80 ％

構造物工事 21.54 ％ 31.1 -0.0233 18.88 ％

工事原価 700万円以下 10億円を超えるもの700万円を超え10億円以下

港湾
工事

700万円を超え20億円以下

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による下記の率とする 下記の率とする

改定内容：現場管理費率式係数の見直し

１１

適　　用
区分等

工種区分 ａ ｂ

24 .58 ％ 78.3 -0.0735 17.07 ％

下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による 下記の率とする

海岸工事

工事原価 700万円以下 20億円を超えるもの

適　　用
区分等

工種区分 ａ ｂ

浚渫工事 22.83 ％ 88.7 -0.0861 14.03 ％

構造物工事 23.57 ％ 42.3 -0.0371 19.11 ％

工事原価 700万円以下 10億円を超えるもの

適　　用
区分等

工種区分 ａ ｂ

26.90 ％ 104.0 -0.0858 17.57 ％

下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による 下記の率とする

700万円を超え10億円以下

海岸工事

港湾
工事

700万円を超え20億円以下

下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による 下記の率とする



Ⅰ-２．その他の改定

② 一般管理費率の改定

（１）工事における諸経費率の歩掛改定

工事原価 500万円以下 30億円を超えるもの

適　　用
区分等

ａ ｂ

500万円を超え30億円以下

下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による 下記の率とする

改定内容：一般管理費率式係数の見直し

１２

ａ ｂ

14.38 ％ -2.57651 31.63531 7.22 ％一般管理費等

工事原価 500万円以下 30億円を超えるもの

適　　用
区分等

ａ ｂ

20.29 ％ -4.63586 51.34242 7.41 ％一般管理費等

下記の率とする

500万円を超え30億円以下

下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による



Ⅰ-２．その他の改定

改定内容：現場経費率式係数および計算式の見直し

③ 一時中止に伴い増加する現場経費率の改定

（１）工事における諸経費率の歩掛改定

一時中止に伴い増加する現場経費率
Ｊ Ｊ

ｄｇ ＝ Ａ｛（ ）
B

－ （ ）
B
｝

ａ×Ｊ
b
＋Ｎ ａ×Ｊ

b

１３

Ｊ Ｊ （Ｎ×Ｒ×100）
ｄｇ ＝［ Ａ｛（ ）

B
－ （ ）

B
｝］＋

ａ×Ｊ
b
＋Ｎ ａ×Ｊ

b
Ｊ

ｄｇ ：一時中止に伴い増加する現場経費率
Ｊ ：対象額
Ｎ ：一時中止日数

Ａ、Ｂ、ａ、ｂ ：各工種毎に決まる係数
Ｒ ：公共工事設計労務単価（土木一般世話役）



Ⅰ-２．その他の改定

改定内容：高圧則改訂に伴い、水深区分能力算定を見直し

➀ 能力係数の改定（潜水士）

（２）水深区分能力改定

置換工
圧密・排水工
圧密・排水工

置換材均し（水中）
敷砂均し（水中）
載荷土砂均し（水中）

対象工種：
・海上地盤改良工
・海上地盤改良工
・海上地盤改良工

置換材均し
敷砂均し
載荷土砂均し

１４

圧密・排水工
基礎盛砂工
洗堀防止工
洗堀防止工
洗堀防止工
基礎捨石工
基礎捨石工
被覆石工
裏込工
潜水探査

載荷土砂均し（水中）
盛砂均し
アスファルトマット敷設
帆布敷設
合成樹脂マット敷設
捨石本均し（水中）
捨石荒均し（水中）
被覆均し（水中）
裏込均し（Ⅱ）（水中）
潜水探査

・海上地盤改良工
・基礎工
・基礎工
・基礎工
・基礎工
・基礎工
・基礎工
・被覆・根固工
・裏込・裏埋工
・潜水探査業務

載荷土砂均し
盛砂均し
洗堀防止
洗堀防止
洗堀防止
捨石本均し
捨石荒均し
被覆均し
裏込均し
潜水探査



Ⅰ-２．その他の改定

改定内容：高圧則改訂に伴い、水深区分能力算定を見直し

➀ 能力係数の改定（潜水士）

（２）水深区分能力改定

（３）能力係数等

係 数 区 分 補正係数 摘 要

Ｅ○ 水深区分

10ｍ未満 0.87 

平均干潮面（M.L.W.L.)か
らの水深とする。

10～15ｍ未満 0.74 

15～20ｍ未満 0.88 

１５

20～25ｍ未満 0.77 

25～30ｍ未満 0.68 

（３）能力係数等

係 数 区 分 補正係数 摘 要

Ｅ○ 水深区分

10ｍ未満 0.87 

平均干潮面（M.L.W.L.)か
らの水深とする。

10～15ｍ未満 0.70 

15～20ｍ未満 0.78 

20～25ｍ未満 0.72 

25～30ｍ未満 0.57 



Ⅰ-２．その他の改定

改定内容：高圧則改訂に伴い、水深区分能力算定を見直し

➁ 能力係数の改定（ダイバー）

（２）水深区分能力改定

流況調査 流速計設置
流速計点検
流速計撤去

対象工種：
・水域環境調査業務 流況調査

（３）能力係数等

影響要因 摘要明細 補正係数 摘 要

浮 吊 方 式 1.00 

１６

Ｅ３

浮 吊 方 式 1.00 

平均干潮面（M.L.W.L.)か
らの水深とする。水深区分

固
定
方
式

10ｍ未満 0.86 

10～15ｍ未満 0.78 

15～20ｍ未満 0.67 

20～25ｍ未満 0.56 

25～30ｍ未満 0.47 

（３）能力係数等

影響要因 摘要明細 補正係数 摘 要

Ｅ３

浮 吊 方 式 1.00 

平均干潮面（M.L.W.L.)か
らの水深とする。水深区分

固
定
方
式

10ｍ未満 0.86 

10～15ｍ未満 0.74 

15～20ｍ未満 0.63 

20～25ｍ未満 0.53 

25～30ｍ未満 0.44 



Ⅰ-２．その他の改定

① 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務におけるβの改定

（５）業務における諸経費率の歩掛改定

（１）その他原価
その他原価は次式により算定した額の範囲内とする。
（その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α）
ただし、αは業務原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の
割合であり、３５％とする。

（２）一般管理費等
一般管理費等は次式により算定した額の範囲内とする。
（一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β）

１７

（一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β）
ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３０％とする。

（１）その他原価
その他原価は次式により算定した額の範囲内とする。
（その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α）
ただし、αは業務原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の
割合であり、３５％とする。

（２）一般管理費等
一般管理費等は次式により算定した額の範囲内とする。
（一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β）
ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３５％とする。



Ⅰ-２．その他の改定

② 測量・調査業務における諸経費の改定

（５）業務における諸経費率の歩掛改定

50万円以下 1億円を超えるもの

A ｂ

87.8 ％ 462.5 -0 .1266 44.9 ％率または変数値

直接測量費

適　用　区　分　等

50万円を超え1億円以下

下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による 下記の率とする

50万円以下 1億円を超えるもの

下記の率とする

直接測量費

適　用　区　分　等

50万円を超え1億円以下

下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による

１８

A ｂ

91.2 ％ 371.23 -0.107 51 .7 ％

下記の率とする

率または変数値

適　用　区　分　等 下記の率とする

③ 土質調査における諸経費の改定

100万円以下 7,000万円を超えるもの

A ｂ

47.1 ％ 385.8 -0 .1523 24.6 ％率または変数値

直接調査費＋間接調査費 100万円を超え7,000万円以下

適　用　区　分　等 下記の率とする

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による 下記の率とする

100万円以下 7,000万円を超えるもの

A ｂ

52.0 ％ 335.58 -0.135 29 .3 ％

算定式により算出された率とする。
ただし、定数値は下表による 下記の率とする

率または変数値

直接調査費＋間接調査費 100万円を超え7,000万円以下

適　用　区　分　等 下記の率とする



Ⅱ-１．港湾請負工事積算基準等の公表について

○港湾請負工事積算基準
平成27年度 改定の詳細（新旧対比表）は、下記HPにて公表済

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000019.html

○施工パッケージ型積算方式の試行について
施工パッケージ型積算方式の施工要領について、下記HPにて公表済施工パッケージ型積算方式の施工要領について、下記HPにて公表済

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000019.html

○施工パッケージ型積算方式標準単価
施工パッケージ型積算方式標準単価は、下記にて公表済

http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kanri/sekisan/sekou.html（港湾工事）

http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/theme_sekop.htm （土木工事）

１９



○船舶および機械器具等の損料算定基準
平成26年度 改定内容は、下記HPにて公表済（平成27年度改訂なし）

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000019.html

○公共工事設計労務単価
平成27年度公共工事設計労務単価は、下記HPにて公表済

Ⅱ-１．港湾請負工事積算基準等の公表について

平成27年度公共工事設計労務単価は、下記HPにて公表済

http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo14_hh_000486.html

○設計業務委託等技術者単価
平成27年度 設計業務委託等技術者単価は、下記にて公表済

http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekkei/tanka.html

２０



Ⅱ-２．公共工事設計労務単価（H27.2）について

２１



Ⅱ-２．公共工事設計労務単価（H27.2）について

２２


